
１　職員の任免および職員数に関する状況

（１）職員の任免の状況

①採用試験の令和４年度実施状況

②採用者数（令和5年4月1日現在）

　　　

③退職者数（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

④再任用職員数（令和5年4月1日現在）

医療職

56人

税務職

1人

合計

16人

1人 134人0人

医療職

0人

1人 0人 1人

合計

63人

0人

3人

懲戒免職

71人

1人

技能労務職

合計

男

0人 8人

20人

区　分 分限免職

58人

死亡退職早期退職

人数

男

女 17人

5人

注１　医療職、教育職については、医師、教諭など採用試験以外の採用者を含みます

3人

合計 5人35人 106人

57人0人

0人

21人

11人

人事行政の運営等の状況

26人

申込者数

4人

受験者数

事務１Ｂ 63人 61人

15人

合格者数

30人

13人

21人

69人

職　種

事務２

区　分

18人

事務１Ａ 155人 141人 14人

事務３（障がい者対象）

合計

15人

13人

事務職

4人

5人

36人

456人

福祉職

47人

消防職

85人

4人

82人

49人

区分

女

普通退職

消防職
消防職Ⅰ

21人

看護師

消防職Ⅱ

14人

臨床検査技師

39人 7人

10人

3人

0人

一般行政職

0人

消防職

38人

37人

事務職

定年退職

34人

合計

14人 84人

病院事務 31人 25人 2人

6人

技能労務職 医療職

注１　事務１A・消防職Ⅰは大卒程度、事務２・消防職Ⅱは高卒程度の試験を行っています

2人13人

4人 2人

建築

2人

教育職

1人

413人

3人

0人

13人

介護福祉士 3人 3人 2人

企業職

保育士 5人 5人 2人

技術職

電気（病院） 7人

土木

7人 2人

社会福祉士 6人 6人 2人

保健師 13人 13人 4人

6人 6人

市の人事行政運営の公正性・透明性を高めるため、「伊勢崎市人事行政の運営等
の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の任用・職員数・給与などについて、
主に令和４年度の概要を公表します。

問い合わせ 職員課（0270-27-2705）

1



（２）職員数の状況

①部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

注１　職員数は常勤の一般職員で、短時間勤務の再任用職員、会計年度任用職員は含みません

注２　[     ]内は、条例による定数の合計です

注１　職員数は常勤の一般職員で、短時間勤務の再任用職員、会計年度任用職員は含みません

健康管理センター業務の充実による増

＜参考＞人口１万人当たり職員数 　42.27人

看護業務に係る職員配置の見直しによる減

救急相談及び警防業務の充実による増

2,409人

300人 10人

融資対策業務に係る職員配置の見直しによる減

252人

介護保険給付業務に係る職員配置の見直しによる減

2,468人

②年齢別職員構成の状況（令和5年4月1日現在）

60歳
以上

52歳

～ ～

47歳

～

56歳

主 な 増 減 理 由

43人

25人

▲ 9人

▲ 1人

▲ 1人

23人

▲ 8人

▲ 2人

対前年
増減数

課税業務に係る職員配置の見直しによる減

1,450人

140人

220人

▲ 14人

自立支援業務に係る職員配置の見直しによる減

116人

949人

40歳

～

44歳

R5

322人H30 7人

その他

～

小　計

896人

小　計

142人

公
営
企
業
な
ど

会
計
部
門 114人

288人

261人

職員数

0人

区　分
部　門

一
般
行
政
部
門

小　計

総務・企画

2人労働

水道

12人

92人90人

218人

令和5年度

消防部門

275人

民生

農林水産 44人

318人

41人

区分 合計

2,385人

6人

下水道

合　　計

32歳28歳

～

48歳

59歳

病院

130人

▲ 10人

▲ 2人

279人

0人

24人

普
通
会
計
部
門

224人7人 104人 141人

～

293人

258人

51歳

320人 182人

241人

164人210人

36歳

265人

20歳
未満

39歳

24歳

27歳

20歳

～

295人205人

55歳

～

23歳 35歳 43歳

～

教育部門

土木

43人

議会

令和4年度

12人

土地改良業務に係る職員配置の見直しによる減

＜参考＞人口１万人当たり職員数 　67.75人

住宅政策業務に係る職員配置の見直しによる減

浄水場関連業務に係る職員配置の見直しによる減

機構改正による職員配置の見直しによる減

▲ 1人

3人

▲ 5人

904人

1,436人

▲ 4人

258人

95人

775人 770人

2人

91人

商工

275人 0人

税務

衛生

▲ 2人

下水道施設関連業務に係る職員配置の見直しによる減

[2,601人］
▲ 24人 ＜参考＞人口１万人当たり職員数 112.52人

24人

2,385人

299人

31歳

[2,601人］

2人

▲ 2人

959人

300人

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

20未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60以上

構
成
比

年 齢

年齢別職員構成の状況 本年度の構成比

５年前の構成比
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２　職員の人事評価の状況

　

３　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（令和４年度普通会計決算） 1万円未満は四捨五入

（２）職員給与費の状況（令和４年度普通会計決算） 1万円未満は四捨五入

注１　職員手当には退職手当を含みません

注２　職員数は令和4年4月1日現在の普通会計の人数です

（３）職員の平均年齢、平均給料月額の状況（令和5年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

③教育職（高等学校）

歳 円 円

平均給与月額

課長補佐級

一人当たり
の給与費
（Ｂ╱Ａ）期末・勤勉手当

9億8,854万円

給　与　費

323,711

128億3,046万円

平均年齢

注２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの
     すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
     また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員の平均給与月額には通勤手当、時間外勤務手当、特殊勤
     務手当の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

40.2

41.8

42.7

―　

45.4

課長級

―　

378,726

582万円

平均年齢

405,049

282,769

注１「平均給料月額」とは、令和5年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

352,235382,316

363,500

―　

平均給料月額

―　

56.0

269,752

―　

平均給料月額

21億1,427万円

287,677

425,599

伊勢崎市

区　分

1,450人

住民基本
台帳人口

職員数
（Ａ）

区　分

46.1

262,989

380,771

うち用務員

給　 料

211,963人

平均給与月額(国ベース）

平均給与月額(国ベース）

伊勢崎市

合計（Ｂ）

276,951うち学校給食員

部長級（８級）

357,000

803億5,402万円

課長補佐級・係長級（４・５級）

副市長

16.0%

84億3,344万円

平均給料月額

国

（参考）
令和３年
度の人件

費率

人件費
（Ｂ）

部長級

人件費率
（Ｂ╱Ａ）

副市長

平均給与月額

15.1%

職員手当

平均年齢

部長級

実質収支

-

課長級

被評価者

区　分

歳出額
（Ａ）

（令和5年3月31日現在）

副部長級・課長級（６・７級）

主査級以下（１～３級）

1次評価者 2次評価者

281,258

　人事評価制度は、「目標による管理制度」を中心に、挙げた実績と発揮した能力の２点で評価するも
ので、期首に目標を設定し、中間評価では業績評価を、期末評価では業績評価と能力評価を実施してい
ます。これは、「組織の目標」を達成するために「個人の目標」を設定し、職員一人ひとりが前年踏襲
を廃し、常に新しい視点を持って、業務を実施することを求めるもので、具体的には、組織目標の効率
的達成、職員の能力開発とマネジメント能力の強化、公正な人事の確保の３点を主なねらいとしていま
す。

31億315万円

321,912

伊勢崎市

うち清掃職員

平均給与月額

53億3,064万円
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（４）職員の初任給の状況（令和5年4月1日現在）

円 円

円 円

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和5年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

注１　「－」は該当者がありません

（６）一般行政職の級別職員数の状況（令和5年4月1日現在）

注１　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です

注２　職員数は、市の給与条例に基づく給料表の級区分による人数です

7級

4級

3級 366人

大卒

8級

国

技能労務職

伊勢崎市

一般行政職

5級

主事・技師

181人

1.8%

― 

経験年数20年

大卒

経験年数10年

157,900

151人

合計

15.6%

37.6%

2級

34人1級

100.0%

3.5%

主査

14.1%主任 137人

319,762

331,500

271,452

構成比

276,200
一般行政職

973人

― 高卒

副部長

区　分

368,700

課長補佐

18人

係長

職員数

6級

1.8%

7.0%

18.6%

18人

68人

区　分

高卒

― 

標準的な職務内容

経験年数15年

232,200

154,600

初任給

185,200

区　分

課長

部長

高卒

190,200

１級

3.5%

１級

3.3%

１級

3.6%

２級

14.1%

２級

15.6%

２級

22.5%

３級

37.6%
３級

34.3%

３級

23.7%

４級

18.6%

４級

23.5%

４級

33.0%

５級

15.6%

５級

13.0%

５級 6.9%

６級 7.0% ６級 6.7% ６級 6.7%
７級 1.8% ７級 1.8% ７級 1.9%

８級1.8% ８級1.8% ８級1.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和5年度 1年前の構成比 5年前の構成比

一般行政職の級別職員数の状況
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（７）職員の手当の状況

①期末手当・勤勉手当の支給率（令和5年4月1日現在）

　1人当たり平均支給額 万円

（支給割合） （支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級などによる加算措置 　職制上の段階、職務の級などによる加算措置

　・役職加算 5～20％ 5～20％

　・管理職加算 無

注１　１人当たりの平均支給額は、令和４年度普通会計決算額をもとに計算された額です

（その他の加算措置） （その他の加算措置）

　定年前早期退職特例措置（3％～45％加算） 　定年前早期退職特例措置（3％～45％加算）

　退職時特別昇給　無　　 　退職時特別昇給　無　　

（1人当たり平均支給額）

注１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です

③特殊勤務手当（令和４年度普通会計決算）

万円

　円

　％

種類

勤続20年

（支給率）

10～25％

12

早期・定年

勤勉手当

24.586875月分 24.586875月分

不法投棄などの回収業務

道路上の犬猫死体処理作業

災害が発生し、現場における業務 日額500円

1件2,000円

1回260円
～700円

日額500円

一体150円

1件5,000円

患家消毒作業などまたは伝染病家畜消毒作業な
ど

日額300円

清掃ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ21などの職員

行旅病人などの死亡取扱業務

行旅病人などの救護業務

生活保護、知的障害者、身体障害者、心身障害
児または老人福祉に係る現業の業務

火災・救急の出場など

社会福祉課・障害福祉課など
の職員

日額300円

自己都合（支給率）自己都合

勤続20年

28.0395月分

②退職手当の支給率（令和5年4月1日現在）

早期・定年

47.709月分

33.27075月分

期末手当

39.7575月分

19.6695月分19.6695月分

　・管理職加算

47.709月分

47.709月分 最高限度額

勤続25年

勤勉手当 期末手当

21.6

差押処分の業務

3,488

手当の名称

2,165万円

職員全体に占める手当支給職員の割合

111,447

47.709月分

国

2.0月分2.0月分

支給職員1人当たり平均支給年額

伊勢崎市

2.4月分 2.4月分

39.7575月分

1件200円

税務徴収手当

日額300円市税などの徴収・滞納整理業務

支給単価

　・役職加算

勤続35年

手当の種類（普通会計）

33.27075月分

146

28.0395月分

最高限度額

清掃手当

47.709月分

早期・定年

収納課などの職員

社会福祉業務手当

自己都合

環境政策課などの職員

主な支給対象業務

消防業務に従事する職員

47.709月分

伊勢崎市

勤続25年

国

災害出勤手当

出場手当

災害業務に従事した職員

主な支給対象職員

防疫手当

支給実績（1万円未満は四捨五入）

231万円

勤続35年
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④時間外勤務手当（令和４年度普通会計決算）

万円

　円

⑤そのほかの主な手当（令和5年4月1日現在）

注１　支給実績および平均支給年額は、令和４年度普通会計決算額です

⑥特別職の報酬などの状況（令和5年4月1日現在）

693,000円

著しく危険な検査および実地指導業務

1回380円

1回500円

1当務510円

236,217円15,212万円

1.国と同じ

2.一部異なる

7,085万円

給料月額×在職月数×30/100

2億3,953

支給職員１人当たり平均支給年額

内容および支給単価

退職手当（ 算定方式 / 支給時期 ）

支給職員１人当
たり平均支給年

額

664,415円

国と同じ

国と同じ 無

259,505円

無

国の制度
との比較

国と同じ

午後10時から翌日の午前5時までの間の通信指令
業務

扶養手当

支給実績

4.35月分
（令和４年度支給割合）

1当務500円

救助工作車および梯子車で出場した際の消防活
動業務

1回200円

救急救命処置などの救急業務

報
酬

4.35月分
（令和４年度支給割合）

485,000円

支給無し505,000円

教育長

810,000円

議　員

555,000円議　長

副議長

任期ごとに支給

区　分

消防業務に従事する職員

管理職
手当

261,743円

31,228万円

5,497万円

一部異なる

副市長

病院事業管理者

区　分

給
料

57,767円

給料月額×在職月数×30/100

964,000円

給料月額など 期末手当

無

夜間特殊業務手当

国は
46,300円～
139,300円

給料月額×在職月数×25/100

勤務1時間あたりの給与額に135/100を
乗じて得た額

支給実績（1万円未満は四捨五入）

270,966

1当務3,000円～
4,000円

防疫等作業手当

火災原因など調査業務または損害調査業務

消防業務に従事する職員
新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び
健康を保護するために緊急に行われた措置に係
る作業

812,000円

消防業務に従事する職員

1.配偶者：月額6,500円（８級の職員に
ついては3,500円）

2.子ども：１人につき月額10,000円
満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子どもがいる場合：1人につき月
額5,000円を加算

3.そのほかの扶養親族：１人につき
6,500円（８級の職員については3,500
円）

煙火業務手当

救急救命士手当

通勤手当

休日勤務
手当

給料表別、職務の級別、職員の区分別
に定められた金額：月額46,300円～
94,000円(行政職）

救助隊員等手当

住居手当

市　長 給料月額×在職月数×45/100

消防業務に従事する職員

7,602万円

火災原因調査等手当 消防業務に従事する職員

消防業務に従事する職員

借家、借間の場合：家賃が月額16,000
円を超える場合、家賃の額に応じて月
額28,000円を限度に支給

1.無

2.通勤区分
が異なるが
限度額は同
じ

1.交通機関を利用する場合：6か月定期
券などの価格により月額55,000円を限
度に一括支給

2.交通用具を利用する場合：通勤距離
に応じて月額31,600円を限度に支給

国の制度と
異なる内容
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間などについて

注１　勤務時間などは勤務場所によって異なります。

（２）年次有給休暇

　一の年度につき20日付与

　職員の平均使用日数  13.9日（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（３）病気休暇

（４）特別休暇

勤務時間

事　由

日曜日および土曜日

ボランティア休暇

1年を超えない範囲において、医師の証明などに基づき必要と認める期間

職員が負傷または疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に必要と認められる
期間。

要介護者などの介護

連続する7日以内で、親族に応じて定められた日数

国民の祝日に関する法律に規定する休日および年末年始

週 休 日

休　  日

事　由

その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間裁判員、証人などとして官公署への出頭

期　間

午前8時30分から午後5時15分まで
（休憩時間を除いて1日当たり7時間45分勤務。週38時間45分勤務）

医師の証明などに基づき必要な期間

結核性疾病

90日を超えない範囲において、医師の証明などに基づき必要と認める期
間。ただし、特定疾患については、180日を超えない範囲。

職員の生後満1年に達しない子の育児

出産予定日の8週間前の日から当該出産の日後1年を経過する日までの期間
における5日以内

一の年度において5日(要介護者などが2人以上の場合は10日)以内

女性職員の生理日の休養

結核性以外の私傷病

公務上の負傷または疾病

選挙権その他公民としての権利の行使

1日2回それぞれ30分

連続する5日以内

一の年度において5日以内

職員の結婚

出産予定日以前8週間目に当たる日から出産の日までの期間において職員か
ら請求のあった期間と出産の日後8週間

期　間

ドナー休暇 その都度必要と認める期間

職員の妻が出産する場合であって、職員が当該
出産に係る子または小学校就学前の子を養育す
る場合

職員の妻の出産

中学校就学前の子の看護

妊娠中または出産後1年以内の職員が、母子健康
保険法に基づく保健指導または健康診査を受け
る場合

職員の出産

職員の妻の出産に係る入院などの日から当該出産の日後2週間を経過する日
までの期間内における3日以内

父母の追悼のための特別な行事 1日

申し出た期間

妊娠満23週まで　　　　　　4週間に1回
妊娠満24週から満35週まで　2週間に1回
妊娠満36週から出産まで　　1週間に1回
出産後1年まで　　　　　　 1回
（いずれの期間についても医師などの特別の指示があった場合、その指示
の回数）
 1回につき必要と認められる時間

一の年度において5日(子が2人以上の場合は10日)以内

忌引

職員の不妊治療に係る通院等
一の年度において5日（当該通院等が体外受精等の不妊治療に係るものであ
る場合にあっては、10日）の範囲内の期間
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（５）介護休暇の取得状況

令和４年度取得状況

0人

５　職員の休業に関する状況（令和４年度）

６　職員の分限および懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況（令和４年度）

（２）懲戒処分の状況（令和４年度）

７　職員の服務の状況

（１）営利企業などの従事状況

（２）職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況

50人

減　給

1人

人間ドックの受診などの際に職務に専念する義務を免除しています。

免　職

戒　告

停　職

事　由

免　職

市長部局等

1人

1人0人

0人

0人

0人

人数

0人

1人合　計

人数

降　任 0人

0人

60人

1人

18人

職員は営利企業などに従事することは制限されており、従事する場合には許可を受けなければなりません。なお、公務に
影響を及ぼさないと判断できるものについては、任命権者の許可を得て営利企業などに従事することができます。主なも
のとしては、消防団員や統計調査員などがあります。

0人

0人

0人 0人

降　給

区　分

休　職

0人

3人

0人

0人

合　計

0人 1人

0人

0人

1人

1人

勤続期間10年：連続する2日
勤続期間20年：連続する3日
勤続期間30年：連続する4日

7日以内

0人

消防

要介護者の介護を必要とする状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して
６ヶ月を超えない範囲内で指定する期間

0人

消防

1人

94人

継続 継続

0人

5人

継続

地震、水害、火災その他の災害または交通機関
の事故時の職員の退勤途上における身体危険の
回避

新規

1人

0人

0人

育児休業 部分休業

新規

地震、水害、火災その他の災害または交通機関
の事故などによる出勤困難

その都度必要と認める期間

新規

自己啓発休業

新規

期　間

職員が、配偶者、父母、子等が負傷、疾病又は
老齢により２週間以上日常生活を営むのに支障
があるものの介護をするため、勤務しないこと
が相当であると認められる場合における休暇

地震、水害、火災その他の災害による職員の現
住居の滅失・食料など確保

修学部分休業

7月から9月の期間内における3日以内

リフレッシュ休暇

夏季休暇

継続

事　由

その都度必要と認める期間

0人

10人

10人

86人

0人

18人

0人

市長部局等

1人

1人

上下水道局

0人

合計

0人

0人

35人

0人

教育委員会

35人

合計

0人

5人

0人

市民病院

0人

上下水道局

0人

教育委員会市民病院

0人

0人

0人

0人

0人0人

0人0人 1人

0人

8



８　職員の退職管理の状況

令和３年度、令和４年度退職者（課長以上）で再就職した者

９　職員の研修の状況

（１）研修制度の概要

①職場研修

②階層別研修

（令和４年度実施状況）

令和３年度に採用された職員

主任および主査の職員

主査の職員

主査の職員

係長の職員

課長補佐職の職員

課長職の職員

技能労務職員研修 労務技士の職員 33人

③専門研修

④派遣研修

【国内派遣研修】

　（令和４年度実施状況）

国土交通大学校

市町村アカデミー

⑤特別研修

１０　職員の福祉および利益の保護の状況

職員一人一人の能力の向上を図り、個性豊かで地域の特色を生かしたまちづくりに貢献できる職員の養成を図っていま
す。

11

12社会福祉法人

本市再任用職員等

　地方公務員法には、元職員による働きかけの禁止（第３８条の２）などが規定されています。これに基づき
伊勢崎市職員の退職管理に関する条例と規則を制定し、在職中、管理・監督する立場にいた職員が退職後２年
間に再就職した場合には任命権者への再就職先情報の届出を義務付けています。

26人

新規採用職員研修

研修名称 参加者

初級職員研修

対象者

各階層に応じた知識・技能の習得、政策形成能力の向上、行政環境の変化に対応できる能力などの養成を図っています。

8

0

職場の学習的風土づくりを全庁的に推進し、積極的・効果的な活用により、部下の育成・職場の活性化・応対マナーなど
職員の資質の向上を図っています。

その他民間企業等

公益財団法人・公益社団法人

上級職員研修Ⅱ 26人

係長研修 30人

中級職員研修 59人

令和４年度に採用された職員
前期 36人

後期 23人

病院・消防署職員や特別な技術を有する職場など、専門的知識の必要な職員に対し、その知識・技術の向上を図っていま
す。

課長補佐研修 36人

管理者研修 30人

上級職員研修Ⅰ 29人

国・県またはそれに準ずる団体などが主催する研修会に職員を派遣し、広い視野に立って将来予測のできる専門的な知
識・技能を習得させ優良な人材の育成を図っています。

研修名称 参加者 研修名称 参加者

自治大学校2部課程 2人 群馬県市町村職員合同研修 47人

自治大学校3部課程 1人 群馬県建設技術センター 16人

2人 公務人材開発協会研修 2人

15人 群馬県市長会職員研修 3人

日本経営協会研修会 1人 その他の研修 9人

職場研修・一般研修・専門研修・派遣研修以外の集合研修として各種の特別研修を実施し、講演会・研修会などを通して
地方公務員として円滑な業務の遂行、健康管理などを学習しています。
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（１）職員の健康の保持増進対策

（２）安全衛生に関する事項

（３）公務災害補償の概要

補償件数（令和４年度）

（４）伊勢崎市職員共済会（職員互助会組織）の実施事業

人間ドック助成など　

会員数　2,435人（令和4年4月1日現在）

１１　公平委員会の業務の状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

（２）不利益処分に関する審査請求の状況

令和４年度末継続件数

1件

令和３年度末継続件数

0件

令和４年度措置要求件数

1件

令和４年度処理件数

0件

健康診断 定期健康診断、人間ドック、胃がん検診、大腸がん検診、婦人科検診、歯周疾患予防検診

健康相談
人間ドックや定期健康診断の結果から、主に生活習慣病予防のための事後指導を行い、健康の保持増進
を図ります。（相談員：産業医、保健師、栄養士）

職員メンタルヘ
ルス相談

職員一人一人の心の病気への正しい知識と理解を深め、職場不適応や心の病気の早期発見や適切な治
療・再発防止を図ります。（相談員：産業医（精神科））

保健師による健
康相談

健康診断等の結果や心身の健康についての相談を行い、疾病予防や心身の健康の保持増進を図ります。
（相談員：保健師）

健康セミナー 心身の健康保持増進を図るための研修を年2回実施しています。

職員衛生委員会の開催、職場衛生巡視、ストレスチェック、予防接種（Ｂ型肝炎）など

公務上、通勤途上の災害により、負傷などまたは死亡した場合には、地方公務員災害補償基金から一定の補償が行われま
す。令和４年度の補償件数は、次のとおりです。

区分 傷病 死亡

　　　 9件 　　　 0件

通勤災害 　　　 0件        0件

①共済会に対する助成金額 12,761千円

項目 金額等

公務災害

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関して、公平委員会に対して市の当局により適当な措置が取られるべきこ
とを要求することができます。
　令和４年度については、該当はありませんでした。

　職員は、懲戒その他、意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に対して審査請求できます。

②会員による掛金の額 35,345千円

③公費負担率　①/（①+②） 26.4%

④会員一人あたりの助成金額　①/2,435人 5,240円
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